
１　教育に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

顕著
新規

顕著

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

独自 独自

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規
着実

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規 着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

課題

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規 新規 着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

Ⅱ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するた
めの取組　【大項目】

１

ア　各学部・研究科の入学者受入れ方針（アド
ミッションポリシー）を、大学案内などの広報
誌やホームページなどの各種広報媒体を通じて
公表する。特に、県内の高等学校などには大学
案内を送付し、入学希望者や進路指導担当者へ
直接広報する。

（１）教育内容等に関する目標を達成するための取組
　　①　入学者受入れに関する目標を達成するための取組【小項目】

２

イ　大学入試制度の状況や入学者選抜の評価、
入学者の追跡調査結果等を踏まえ、適切な定員
を設定し、入学試験における試験教科・科目の
設定、募集人員の配分、推薦入学の選抜方法等
を適宜検証し、必要な改善を行う。

３
ウ　優秀な学生・目的意識を持った学生を確保
するため、高校とも連携しながら、説明会、出
張講義、オープンキャンパス等を実施する。

４

エ　大学院に進学を希望する社会人を取り巻く
環境に配慮し、社会人特別選抜や昼夜開講を行
うとともに、３年以内に長期履修制度の導入を
検討し、実施する。

５

＜学士課程教育＞
ア　教養教育と専門教育が一貫した教育体系の
もとで教育効果を高められるようカリキュラム
を編成する。そのための権限と責任を持った全
学的な管理・運営体制を整備する。

６
イ　学年、学部（学科、専攻、コース）に応じ
たキャリアデザイン教育システムを構築し、実
施する。

７

ウ　現実的課題や地域課題に関心を持ち、対応
できる能力を高めるため、体験的、実践的な学
習を推進する。具体的には、次のような教育と
地域課題解決を結びつけた取組を行う。

（ア）「もやいすと」育成プログラムをカリ
キュラムに位置づけ、全学的に取り組み、地域
との連携、協力を得ながら、学生が、地域の自
然、歴史、文化、産業等について、専門の枠を
越えて、様々な体験、調査活動等を通じて学
び、自ら課題を認識・発見し、それらの解決方
法を地域に提案する。
（イ）学部教育において、受託調査・受託研究
事業等により、地域の課題を教材として取り上
げ、それらの解決方法を提案するような授業を
実施する。
（ウ）フィールドワークの実施方法、内容を充
実する。

　　②　教育内容・方法に関する目標を達成するための取組【小項目】

別別別別　　　　紙紙紙紙
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

課題

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

１５
サ　全教員が教養科目の開講・運営に関与す
る。

１３

ケ　研究成果発表会や各種コンテスト等を通じ
て、ディベート、スピーチ、プレゼンテーショ
ンなど各学部の特性に合った総合的コミュニ
ケーション能力育成のための取組を実施する。

１４

１１
キ　双方向性の確保により授業内容を充実する
ため、少人数教育を行う。

１２
ク　実践的・実務的科目については、理論と実
務を融合させるため、実務家による講義を実施
する。

〔教養教育〕
コ　教養教育と専門教育の管理・運営体制を整
備し、現行カリキュラムの見直しを行い、全学
共通のカリキュラムを編成・実施する。

１０

カ　情報教育においては、次のような取組を行
う。
（ア）高校における情報教育との継続性を図
り、コンピュータ利用スキル（タッチタイピン
グ能力、文書作成能力、データ集計能力、情報
検索・発信能力、プレゼンテーション能力）と
ともに、情報モラルを習得させるための情報処
理基礎科目を全学共通の必修科目として設定す
る。
（イ）各学部の専門領域との連携推進の観点で
カリキュラムの点検・見直しを行う。
（ウ）授業において情報機器を積極的に利用す
る。

８

エ　英語教育のカリキュラムについて、各学部
の専門領域との連携を図りながら、英語の４技
能（読む、聞く、書く、話す）をバランスよく
身につけさせるための見直しを行う。また、授
業等でのCALL(Computer Assisted Language
Learning)の活用やTOEIC®等の単位化等を引き
続き行うとともに、学生の能力・意欲に応じた
履修が可能となるようカリキュラムを見直す。
　文学部英語英米文学科においては､専門教育
との連携を図りながら､英語コミュニケーショ
ン能力の一層のレベルアップを図り、卒業時ま
でにTOEIC®８００点以上を目指す。

９

オ　英語以外の外国語教育については、異文化
理解の促進や言語教育の多様性を確保しつつ、
目的や必要性、学生のニーズを踏まえたものと
なるよう、位置づけの明確化及び教育内容の見
直しを行う。

１６
シ　学生の基礎的な学習能力を高めるため、１
年前期に導入基礎教育として実施しているプレ
ゼミナールを充実する。
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

顕著 課題

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

１７
ス　「新熊本学」等の地域関連科目の内容を充
実するとともに、体系化して教養教育の領域と
して設定する。

１８

〔専門教育〕
セ　時代の変化や要請に的確に対応した教育を
行う。また、教育課程について、総合性と専門
性のバランスのとれた系統的なものとなるよ
う、授業科目の点検・評価を実施し見直しを行
う。

１９

［文学部］
　高度な人文的教養の涵養と、地域社会や国際
社会に貢献する職業人として能力育成を目指
し、社会や学生のニーズ等に対応しながら、学
部のカリキュラム及び体制の見直しを２年以内
に検討し、より充実した教育を実施する。

２０

［環境共生学部］
　環境に関する諸問題を認識するとともに、環
境共生に係る知識や関心を専門的に深化するた
めのカリキュラムを引き続き実施する。また、
現場での体験、実地調査を重視し、実証的な教
育を実施する。

２１

［総合管理学部］
　社会における諸問題の発見とその解決に向け
た政策立案能力と、それを実践する実行力を持
つ有為な人材を育成するために、幅広い視点を
持ちつつも、深い専門性を持つことができるよ
う、第４セメスター以降において４つのコース
（「パブリック・アドミニストレーション」
「ビジネス・アドミニストレーション」「情報
管理」「地域・福祉ネットワーク」の各コー
ス）を設定する。併せて、学生が明確な目的意
識を持ち、学習できるよう指導する。

２２

ソ　学年、学部（学科、専攻、コース）に応じ
たキャリアデザイン教育システムを構築し、実
施する。(再掲)
タ　インターンシップやキャリアガイダンスを
充実する。

２３

［文学部］
　専門性はもとより、より質の高い教員の養成
を図るため、各学科の専門教育と学科を越えた
学部共通カリキュラムについて検討し、実施す
る。

２４

［環境共生学部］
　「環境共生学」を基礎とし、研究能力・問題
解決能力が高く応用力のある人材を育成するた
めの教育を実施する。学生が専門知識の習得と
調査・分析技能をバランスよく習熟できるよ
う、各分野の専門教育と専門知識を基礎とする
実験・演習科目、野外・実践臨地実習を展開
し、関連する資格の取得を支援する。
　管理栄養士国家試験については、合格率９
０％以上を目標として設定し、そのための支援
を強化する。

２５

［総合管理学部］
　教員免許、システム・アドミニストレータを
はじめとした卒業後役に立つ資格の取得に向け
た支援を強化する。
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規
着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実
新規
着実

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

顕著

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

３４

［文学研究科］
　言語・文学・文化に関する教育研究を充実す
るため、博士課程の設置を目指し、今後の社会
ニーズや文学研究科の今日的意義、学部教育の
見直しも踏まえて、教育研究の目標、体制及び
カリキュラムを見直す。

３５

［環境共生学研究科］
（ア）多様化する環境問題に対処し、自然環境
と人間活動の共生を具体的に実現する資源循環
型社会の構築を目指して、環境共生の基本理念
のもとに、専門性を追求し、地域社会のニーズ
に対応した環境共生に関する教育研究を行う。
（イ）自ら研究課題を立案・計画し、成果を論
文としてまとめる能力を育成するための指導を
行う。そのため、高度な分析技術を修得できる
よう指導する。
（ウ）学生が研究成果を広く海外にも発信でき
るよう、英語によるプレゼンテーションや論文
を作成する能力を育成する。

２８
テ　幅広い科目を提供するため、他大学と連携
し単位互換制度の拡充を図る。

２９
ト　高校や県教育委員会等との連携により高校
教育と大学教育双方の充実改善に資する高大連
携の取組を推進する。

３０

＜大学院教育＞
ナ　大学院教育の点検評価を行い、博士前期課
程と博士後期課程の関連を考慮しつつ、各研究
科の目的に応じた教育課程の改善を行う。

３１
ニ　社会人学生に関する教育状況を踏まえ、社
会人のニーズに応えうる履修モデルやプログラ
ムを３年以内に検討、実施する。

３２

ヌ　学生に教育トレーニングの機会を提供する
とともに、大学院教育と学部教育との連携を図
るため、ＴＡ制度の現状を点検し、運用の改善
を行う。

３３
ネ　学生の研究遂行能力を育成するため、ＲＡ
(Research Assistant)制度の導入を３年以内に
検討、実施する。

２６
チ　きめ細やかな教育を行うため、大学院生に
よるＴＡ(Teaching Assistant)制度を充実す
る。

２７
ツ　効果的な授業の実施・補完、自己学習の支
援等のため、ｅ-ラーニングを導入する。
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実 着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実 着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

顕著
独自

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

３７
ア　大学全体として取り組むべきＦＤ(Faculty
Development)研修と各学部で実施するＦＤ研修
とを体系化して実施・充実する。

３６

［アドミニストレーション研究科］
（博士前期課程）
　公共経営・企業経営・情報管理・看護管理の
４コース制を導入することにより、多方面から
アドミニストレーションの基本概念の修得を目
指し、地域社会の要請に応える問題発見・解決
型の教育研究を実践する。
（博士後期課程）
　社会の様々な分野で生じる諸課題を高度な知
識と判断力によって多角的・総合的に解決する
ための研究教育を実施するとともに、アドミニ
ストレーションの理論をより一層深化、発展さ
せることによって課題解決の適切さと確実度を
高める教育研究を実践する。
　また、博士前期課程のコース制導入を踏ま
え、博士後期課程についての見直し検討を２年
以内に行う。

　　③　教育の質の向上に関する目標を達成するための取組【小項目】

３８

イ　全授業を対象に実施している学生による授
業評価アンケートについて、アンケート結果を
授業の改善に用いるとともに、アンケート結果
を公表する。また、アンケートの内容や実施方
法について検証し、改善する。

３９
ウ　教員の個人評価の結果を教員にフィード
バックし、教育改善につなげる。また、評価内
容、実施方法について検証し、改善を図る。

４０
①　社会の要請等に適切に対応した教育を行う
ため、学部・学科の再編、見直しを行う。

４１

②　教養教育と専門教育が一貫した教育体系の
もとで教育効果を高められるようカリキュラム
を編成する。そのための権限と責任を持った全
学的な管理・運営体制を整備する。（再掲）

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための取組【小項目】

４４

⑤　限られた人数の教員による教育研究の限界
性を補完し、広範な教育研究活動を展開するた
め、客員教授あるいは特任教授等の制度を導入
する。

４２
③　カリキュラム編成に基づいた教員人事（採
用）計画を作成し、退任教員の後任採用はその
計画に基づいて行う。

４３
④　カリキュラムの見直しに際しては、できる
限り専任教員による授業対応を目指す。
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

課題

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

５５

⑯　学術情報メディアセンター図書部門の文献
の充実を図るとともに、データベースの共同利
用等によるネットワーク機能の充実を３年以内
に検討、実施する。

４５

⑥　教育活動への支援を充実させるため、職員
を適正に配置するとともに、職員の専門性を高
めるため、ＳＤ(Staff Development)研修を行
う。

４６

⑦　学生が学習目標を設定できるように科目体
系を明らかにし、養成すべき人材を育成する履
修モデルを示すとともに、シラバス等により各
授業科目の位置づけを明確にする。

４７
⑧　シラバスをデータベース化し、学内、学外
からのニーズに対応するシステムを構築する。

４８

⑨　ＧＰＡ(Grade Point Average)制度によ
り、成績優秀者に対しては、表彰や特典を与
え、成績不振者に対しては、履修指導を実施す
る等、学生の自主的・意欲的な学習を喚起す
る。

４９
⑩　休・退学、留年者等の実態を調査し、各学
部において組織的な対応策を講じる。

５０
⑪　学部・学科間の横断的履修を可能とするた
めに、学部・学科相互間の履修を原則自由と
し、単位認定を行う。

５１
⑫　一定の成績条件を満たしている学生につい
ては、原則として転学部、転学科、転専攻を認
める。

５２
⑬　成績優秀者に対して早期卒業制度の導入を
３年以内に検討する。

５３
⑭　個々の学生を在学期間を通じて担当教員が
サポート・アドバイスする体制を充実する。

５４
⑮　学習や将来の進路等、学生の様々な悩みに
対応するためのオフィスアワー制度を引き続き
実施する。
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

顕著 着実

２　研究に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

独自

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

注目
着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

課題 着実 課題

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

６５
⑤　国内外への大学・研究機関との交流を推進
し、共同研究や研修等を通じて研究水準を向上
させる。

６６
⑥　学術雑誌に公表する研究論文や著書などの
発表に努めることとし、学問領域の特性に応じ
て次のとおり目標を設定する。

６３

③　地域貢献研究事業や受託研究制度の活用に
より、県や市町村の行政課題解決に資する研究
を推進する。また、教員が地域課題に対応した
研究テーマを主体的に提案する地域貢献研究を
充実させる。

６４
④　科学研究費補助金等の外部研究資金につい
て、全教員の申請を目標とする。

５６

⑰　利用者のニーズに対応して、学術情報メ
ディアセンター図書部門の開館時間延長や日曜
開館、外国語教育部門の夜間・休日開館を実施
する。

５７
⑱　講義室や実験室等を計画的に整備し、充実
を図る。

５８

①　学長特別交付金制度の活用等、学長のリー
ダーシップに基づき、学際的な研究や教育内
容・教育方法の開発のための研究等を支援す
る。

（１）目指すべき研究の方向及び水準に関する目標を達成するための取組【小項目】

５９

②　地域活性化や環境問題、地域文化の継承・
創造などの地域のニーズに積極的に対応する研
究活動を地域貢献研究事業や受託研究制度も活
用しながら行う。

６０

［文学部］
　熊本方言の研究、熊本に残る歴史的資料の調
査研究、文学作品と熊本の関わりなどについ
て、多角的な観点から地域文化研究の深化を図
る。

６１
［環境共生学部］
　重点研究領域として、｢地域の環境保全とそ
の適切な利用｣を設定する｡

６２

［総合管理学部］
　重点研究領域として、人口減少社会における
地域経営、市町村合併、コミュニティビジネス
などの地域の発展に貢献する研究領域を設定す
る。
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

注目

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

顕著 着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実

６７
［文学部］
　各教員において、５年間に論文２編相当以上
の発表を目標とする。

６８

［環境共生学部］
　各教員において、５年間に、査読付き論文あ
るいは著書、特許もしくはそれに準じるものを
５編以上発表または取得することを目標とす
る。

６９
［総合管理学部］
　各教員において、５年間に３編以上の論文等
の発表を目標とする。

７０
⑦　学部、学科、専攻別にまとめて、毎年の発
表論文及び学会発表に関する情報をホームペー
ジ等で公開する。

７１

⑧　研究活動・業績について、個人評価制度等
による点検・評価を行い、改善に努めるととも
に、研究活動を活性化するためのシステムを整
備する。

ア　教員研究費については、経費執行の実態や
個人評価の結果を踏まえ、適正配分及び有効に
利用するためのシステムを整備する。
イ　教員の研修の充実を図るため、研修成果発
表の機会設定等により、海外・国内研修（留
学）について、研修条件、派遣人数、期間等の
あり方を見直す。

７２
①　学長特別交付金制度を活用し、学長のリー
ダーシップに基づき、特徴ある研究に予算を重
点配分する。

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための取組【小項目】

７３

②　学術情報メディアセンター図書部門の文献
の充実を図るとともに、データベースの共同利
用等によるネットワーク機能の充実を３年以内
に検討、実施する。（再掲）

７４
③　各種研究助成金等の公募情報の収集・提供
及び申請事務等について支援体制を充実する。

７５
④　知的財産の取得、管理を機能的に行うため
の体制を整備する。

７６
⑤　研究の質の向上を図るための環境を整備す
るため、設備更新計画を作成し、順次更新す
る。
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

顕著 新規

３　地域貢献に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規 着実 独自

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規 新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

７７
⑥　出版助成制度導入について３年以内に検
討、実施する。

７８

⑦　地域貢献の総合窓口である「地域連携セン
ター」において、研究員の受け入れや地域課題
の研究や試験研究機関・地域企業との共同研究
を推進する。
ア　「環境共生学部研究支援室(アクセス、
ACCESS)」の活用により、他大学、研究機関、
地方公共団体、民間企業・団体等の外部機関と
の研究協力を推進する。
イ　健康科学、食育、食・環境分析、食のリス
クコミュニケーション、バイオテクノロジー等
の立場から食・環境科学を志向した研究情報機
能充実のため、「地域連携センター」に食環境
研究情報室を設置する。

７９

（１）県政や市町村行政を支援するため、県や
市町村からの依頼研究や受託研究、自治体の政
策形成過程への参加、研修講師の派遣を積極的
に行う。

８０

［環境共生学部］
　「環境立県くまもと」や食の安全安心、食育
等の推進のため、県の関係部局及び試験研究機
関並びに企業等とも積極的に連携する。

８１
［総合管理学部］
　県内企業や団体職員の研修プログラムを開発
する。

８２

（２）地域貢献研究事業や受託研究制度の活用
により、県や市町村の行政課題解決に資する研
究を推進する。
　また、教員が地域課題に対応した研究テーマ
を主体的に提案する地域貢献研究を充実させ
る。（再掲）

８３
（３）県と本学の定期的な協議、意見交換の場
を設置する。

８４
（４）様々な地域課題について試験研究機関・
地域企業等との共同研究を推進する。

８５

［文学部］
　県、市町村の教育委員会や、文化関係の団
体・施設と連携し、地域文化についての共同の
研究や調査を推進するとともに、研究の成果を
集積し、地域及び学外機関に発信する。

８６

［環境共生学部］
　「環境立県くまもと」や食の安全安心、食育
等の推進のため、県の関係部局及び試験研究機
関並びに企業等とも積極的に連携する。(再
掲）
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実 着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実 新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

８７

［総合管理学部］
　よりよい地域社会の実現に向けて、ＮＰＯや
福祉・ボランティアグループ等との連携をより
強化しながら、地域の抱える諸課題の解決に協
力して取り組む。

８８
（５）広報媒体を活用し、学内の研究者・研究
情報など産学連携に結びつく本学の資源を積極
的に情報発信する。

８９

（６）本学の各種の公開講座により、各教員が
積極的に研究成果の地域への還元を行う。ま
た、各学部において、「研究成果報告会」を開
催することにより、教員の研究成果を地域に還
元する。

９０
（７）研究成果の産業界への移転を促進するた
め、熊本ＴＬＯ(Technology Licensing
Organization)を活用する。

９１

（８）小・中・高等学校等に対し、講演会・研
修会の講師や委員会委員の派遣、出張講義等を
行う。県教育委員会や文部科学省の研究指定校
等との連携により高校教育と大学教育双方の充
実改善に資する高大連携の取組を推進する。

９２
（９）熊本県内大学・高専によるコンソーシア
ムに積極的に参画する。

９３

（10）地域の生涯学習ニーズ等に対応するた
め、本学が行う公開講座について、各教員が積
極的に関与する。
①　大学の正規の授業を県民に公開する「授業
公開講座」については、教員１人あたり１科目
開講を目標として公開に取り組み、県民に生涯
学習の機会を提供する。
②　県民の生涯学習ニーズにさらに対応してい
くため、大学の教育・研究資源や県民のニーズ
を踏まえながら、県民や市町村職員を対象とし
て行う「特別出前講座」等の各種講座を開設す
る。

９４

（11）県や他大学と連携して実施している「く
まもと県民カレッジ」等の生涯学習講座に、本
学の教育・研究資源を生かし、積極的に参画す
る。 また、地域の様々な団体が主催する講演
会等に、積極的に講師派遣を行う。

９５
（12）県民の生涯学習の場として大学施設の活
用を推進する。

９６
（13）地域での講演会、シンポジウム、イベン
ト等の会場として、大学の施設開放を実施す
る。
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

独自

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

４　国際交流に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規 着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規 着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

１０１
（２）協定校への留学や短期研修を推進すると
ともに、交流内容を改善、充実する。

１０２
（３）恒常的に交流が可能な新たな大学の発掘
を進める。

１０３

（４）協定校以外への海外留学や語学研修、海
外でのインターンシップやボランティアへの参
加等を希望する学生に対して必要な情報提供、
助言等を行う。

１０４
（５）後援会と連携し、ゼミや研究室等による
海外大学との交流事業や海外での調査研究事業
を奨励・支援する。

１０５
（６）十分な日本語能力と高い修学・交流意欲
を持った留学生の受け入れを推進する。

１０６
（７）日常的な国際交流を促進するため、留学
生との交流スペースを確保する。

１０７
（８）大学院生の国際会議・学会等での研究発
表及び参加を奨励・支援する。

９７

（14）地域の課題を教材とする受託調査・受託
研究事業等を積極的に活用し、地域の課題を教
材とすることで、それらの解決法を提案・支援
するとともに、学生の受託調査等への積極的な
参加を推進する。

９８
（15）「もやいすと」育成プログラムにより、
学生の地域調査活動等を通して地域の課題解決
支援を行う。

９９

（16）大学全体としてさらに地域貢献に取り組
むため、地域貢献の総合窓口である「地域連携
センター」にコーディネーターや職員を配置
し、積極的な県民ニーズへの対応や研究成果の
還元等を行う。

１００
（１）長期の国際交流ビジョンを策定し、具体
策を推進する。
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

５　学生生活支援に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規 独自 新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

新規 独自

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

課題

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

１１７
（８）障害・疾病のある学生に対し、ソフト・
ハード両面での支援のための取組を推進する。

１０８
（９）教職員の海外留学・海外出張・研修等の
実施や、海外からの研究者や研修者の受け入れ
を積極的に行うため、支援体制を充実する。

１０９

（10）留学生への支援、学生や教職員の国際交
流を推進するため、学術情報メディアセンター
の有効活用や職員の適正配置等により、組織体
制を見直す。

１１０
（１）ホームページや広報誌等を活用し､大学
運営についての情報を学生に的確に伝える｡

１１１

（２）学生の意見を収集する機会を増やす。
①　学生の意見を収集するため、学生と学長の
懇談会や留学生オリエンテーションを開催する
ほか、学長への提言広場の活用を促進する。
②　学生の現況、要望を的確に把握するため、
学生自治会と連携して教育・学生生活全般にわ
たるアンケート調査を実施する。

１１２

（３）学生との連携により学習環境の改善、大
学生活の充実を図る。
①　カリキュラム、授業内容、就職支援事業等
の充実・改善等及び学習環境の維持・改善等に
学生要望を反映させる。
②　大学内の生活環境改善、安全性確保に学生
要望を反映させる。

１１３
（４）授業料減免、各種奨学金等の経済的支援
制度について的確に情報提供する。

１１４
（５）新たな奨学資金の獲得に努め、経済的な
支援体制を整備する。

１１５
（６）授業料、入学金について、減免制度の見
直しを行う。

１１６

（７）学生が相談し易いように人的体制及び施
設面で必要な整備を進める。
①　専任カウンセラー及び精神科医(非常勤)の
配置又は保健師の常勤化等により人的体制を充
実する。
②　気軽に訪問できる場所に保健室、学生相談
室を配置する。
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

着実 新規 着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

特別
評価

１２５

（16）学生のボランティア活動への主体的な参
加を支援する。
①　ボランティア活動に必要な実践的知識を習
得できる研修会を開催する。
②　ボランティアサークルとの連携などによ
り、ボランティア活動に関する学生への情報提
供や啓発を行う窓口を設置する。

１２６
（17）本学後援会との連携により、サークル活
動や学生の自主的な活動活性化のため、環境整
備を行う。

１１８
（９）留学生の学習意欲を高めるために、相談
窓口、日本語及びその他の研修プログラムの充
実によるサポート体制を整備する。

１１９
（10）セクシュアル・ハラスメントの実態を把
握するための調査を毎年実施し、調査結果を啓
発及び防止対策へ反映させる。

１２０
（11）学内での人権侵害全般の防止体制を整備
する。

１２１
（12）各学部の就職支援体制を充実し、学部、
学科、専攻、ゼミ単位での就職支援事業を推進
する。

１２２
（13）就職センターの機能充実を図り、就職情
報収集力を強化するとともに、学生へホーム
ページ等から就職情報を提供する。

１２３
（14）本学後援会、紫苑会（同窓会）等との連
携により就職支援を充実する。

１２４

（15）本学後援会との連携により、語学力向
上、資格取得等のための講座及び助成制度につ
いて、社会ニーズを踏まえ、常に有効な支援制
度となるよう整備する。
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

委員会
評価

2 2 1 １ １

１　運営体制の改善に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ 4 1 0 0

委員会
評価

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ 4 1 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 4 1 0 0

委員会
評価

Ｂ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 4 1 0 0

特別
評価

⑦　適正で効率的な大学運営を行うため、会計
処理におけるチェック体制の整備など内部監査
体制について検討するとともに、監事による業
務監査及び会計監査を適切に実施し、業務に反
映させる体制を整備する。

③　学内における合意の形成及び円滑な実施を
図るため、理事長を議長とした運営調整会議を
設置する。併せて委員会中心の学内の意思形成
を図るため、各委員会の再編統合を行う。

（１）組織体制の整備【小項目】

⑤　教授会や研究科委員会については、その審
議事項を各学部や研究科の教育研究に関する重
要事項に精選する。

１３１

１３２
⑥　事務局については、教員と事務局職員との
協力連携による一体的運営を図るため、体制を
強化する。

１２８

１２７

１３３

１２９

④　運営調整会議については、理事長と学長の
リーダーシップに基づく執行の確保と学内での
意思形成との両立及び調和を図るため、委員
会、学部教授会及びプロジェクトチームとの企
画及び執行調整体制を確立する。

１３０

①　理事長を中心とした法人経営の実施、学長
を中心とした教育研究活動の充実を図るため、
理事長と学長の権限と責任を明確化するととも
に、これを補佐する体制を整備する。
　理事長の補佐体制として、理事に学外者を登
用するとともに、理事会を置く。
　学長の補佐体制として、主に教務及び学生支
援を事務局と協働し担当する副学長を置く。

②　学部長や附属機関の長については、その権
限と責任を明確化し、中期目標や中期計画をは
じめとした全学的な方針に基づいた運営を図る
ため、学部や附属機関の運営に関する責任者と
して位置づける。

Ⅲ　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するため
の取組　【大項目】
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ （Ａ） 3 2 0 0

委員会
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ （Ａ） 3 2 0 0

特別
評価

新規

２　教育組織の見直しに関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 4 1 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 4 1 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ 4 1 0 0

委員会
評価

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ 4 1 0 0

特別
評価

新規

３　人事の適正化に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ｂ Ａ Ａ （Ａ） 4 1 0 0

委員会
評価

Ａ Ｂ Ａ Ａ （Ａ） 4 1 0 0

特別
評価

１４０

（３）学内の人材や情報の有効活用と学外者の積極的
　　  参画　【小項目】

大学の運営に関し、学生への情報の開示に努め
るとともに、学生の意見を反映させるための仕
組みを検討する。

バランスのとれた組織運営を行うため、学内の
人材や情報を掘り起こし、その有効活用を図る
とともに、学外理事や各審議機関の学外委員と
の十分な情報の共有化を図りつつ、これらを通
して学外からの情報を広く取り入れる。

教育研究の進展や時代の変化、学生や地域など
社会の要請等に適切に対応した教育を行うため
の検討を不断に行い、必要に応じて学部・学科
等の再編、見直しを行う。

地域や産業界との連携による研究活動の促進を
図り、積極的な県民ニーズへの対応や研究成果
の還元を図るため、地域貢献の総合窓口として
「地域連携センター」を設置し、コーディネー
ターや職員を配置する。

（４）大学運営への学生意見の反映　【小項目】

（１）学部・学科等の再編　【小項目】

（２）地域連携センターの設置　【小項目】

１３５

１３６

１３７
～
１３９

経営に関する事項と教育研究に関する事項につ
いて、調整の効率化を図るため、それぞれのプ
ロセスを整備し明確化するとともに、運営調整
会議を中心に全体の調整を行う。

１３４

（２）意思決定過程及び実施過程の整備　【小項目】

（３）学術情報メディアセンターの設置　【小項目】

（１）教員の職務の特殊性を踏まえ、創造性や
専門性がより発揮できるよう裁量労働制の導入
を検討する。

附属図書館、外国語教育センター及び中央コン
ピュータ室を「学術情報メディアセンター」に
統合し、ＩＴ化の推進による業務の効率化を図
りながら、学内はもとより地域をも視野にいれ
た学術情報サービスの提供について検討し、実
施する。

１４１

１４２
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ 1 2 2 0

委員会
評価

Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ 1 2 2 0

特別
評価

課題 着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ 4 1 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 3 2 0 0

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 2 3 0 0

委員会
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 2 3 0 0

特別
評価

着実 新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

特別
評価

４　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

１４８

１４９

１５０

①　事務事業の点検を行い、事務事業の見直し
を進める。

１４３

１４４

②　人的資源を有効に活用するため、事務事業
の外部委託の可能性を検討し、可能なものから
推進する。

（３）教職員個人の業績をより適正に評価する
制度を検討するとともに､その評価結果を､社会
一般の情勢を考慮し、教職員の給与や処遇に反
映させる仕組みを検討する。

（４）教員の採用は、公平性・透明性を確保す
るため、原則として公募制とする。

（７）質の高い教育研究機能を保ちつつも定数
管理を適切に行い、効率的・効果的な人的資源
の配分を推進する。

（２）地域貢献、産学連携等を一層促進するた
め、兼業・兼職制限の基準の緩和を図る。

１４５

１４６

１４７

（６）事務組織機能を充実させるため、学内外
での研修等の実施・活用により大学特有の業務
に精通した専門性の高い事務職員を養成すると
ともに、法人独自の事務職員の採用についても
検討する。

（５）多様な知識又は経験を有する教員の交流
を進め、教育研究を活性化させるため、全教員
を対象として任期制の導入を検討する。

（１）事務の簡素化・合理化の推進　【小項目】
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 3 2 0 0

委員会
評価

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 3 2 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

委員会
評価

1 1 1 ２ ２

１　自己収入の増加に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ 2 3 0 0

委員会
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ 2 3 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ 4 1 0 0

委員会
評価

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ 4 1 0 0

特別
評価

新規 独自 着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 0 4 1 0

委員会
評価

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 0 3 2 0

特別
評価

課題 着実 課題

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 3 2 0 0

委員会
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 3 2 0 0

特別
評価

着実

２　経費の抑制に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 3 2 0 0

委員会
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 3 2 0 0

特別
評価

着実 着実

③　大学の情報管理体制のあり方を検討すると
ともに、情報の有効活用を図る。

各種事務事業に係る業務マニュアルの作成や情
報の共有化などにより、各組織の役割を明確化
し、連携強化により、円滑な事務処理を図る。

１５１

１５２

１５３

（４）各種研究助成金等の公募情報の収集・提
供及び申請事務等について支援体制の充実を図
る。（再掲）

１５４

１５５

１５６

（２）授業公開講座受講料、施設使用料等多様
な収入源の確保に努める。

（２）効率的な事務処理の推進　【小項目】

（１）授業料等学生納付金については、教育内
容や環境の整備状況、他大学の動向、社会状況
の変化等を総合的に勘案しながら設定する。

（３）科学研究費補助金等の競争的資金や受託
研究、共同研究、教育研究奨励寄付金につい
て、全教員の申請、受託等を目標とし、採択件
数及び獲得額の増加を図る。

（１）経費の効率的、効果的活用を図るため、
教職員等に対し、コスト意識の涵養に取り組
む。

１５７

Ⅳ　財務内容の改善に関する目標を達成するための取組
【大項目】
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ （Ａ） 3 2 0 0

委員会
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ （Ａ） 3 2 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 4 1 0 0

委員会
評価

Ｂ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 4 1 0 0

特別
評価

３　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ （Ａ） 3 2 0 0

委員会
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ （Ａ） 3 2 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 4 1 0 0

委員会
評価

Ｂ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 4 1 0 0

特別
評価

顕著

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ｂ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

委員会
評価

1 1 1 1 １

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 3 2 0 0

委員会
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 3 2 0 0

特別
評価

新規
着実

Ⅴ　教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行
う点検及び評価に関する目標を達成するための取組【大項目】

１　教育、研究、地域貢献及び組織、運営に関
して、自己点検及び評価を継続して実施する。

１６０

１６１

（４）定型業務については、費用対効果を考慮
しながら外部委託を検討する。

１６２

１６３

１６４

（３）教育研究活動を妨げない範囲内で、利用
者に応分の負担を求めつつ、学外へ施設の貸し
出しを行う。

（２）土地・建物等の資産については、適切な
維持・管理を行い、常に、最も有効な利用状態
になるよう努める。

（１）資金管理については、安全性及び流動性
の観点から常に分析調査を行いながら効率的な
運用に努める。

（３）事務処理の迅速化、効率化を図り、経費
の抑制に努めるため、金融機関とのオンライン
システムの構築、契約方法の見直しを行う。

１５８

１５９

（２）経費全般についての点検を行い、その結
果を全学的にフィードバックし、業務運営の改
善に活用する。
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年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

特別
評価

着実 新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

委員会
評価

1 1 1 １ １

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 4 1 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 4 1 0 0

特別
評価

新規
着実

着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

特別
評価

顕著
新規

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 2 3 0 0

委員会
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 2 3 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

委員会
評価

1 1 1 1 １

１　施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

特別
評価

顕著 着実

１７１

１６８

１６９

Ⅵ　教育及び研究並びに組織及び運営の状況に係る情報の提
供に関する目標を達成するための取組　【大項目】

１　大学の基本理念、財務状況、中期目標・中
期計画、自己点検及び評価の結果等の情報を、
広報誌、ホームページ等複数の媒体を利用して
公表する。

２　自己点検及び評価のためのシステム並びに
評価実施体制の定期的な改善及び見直しを行
う。

１６７

４　自己評価及び外部評価の結果を基に、教
育、研究、地域貢献及び組織、運営についての
年次改善計画を作成し、段階的な改善を行うと
ともに、次期中期計画に反映させる。

３　自己点検及び評価にあたって、学外者の意
見を反映させるシステムを導入する。

１６５

１６６

３　広報活動を一元的かつ効率的に行う体制を
整備する。

２　シラバス及び教育研究活動の成果をデータ
ベース化し、学内、学外からのニーズに対応で
きるシステムを構築する。

１７０

Ⅶ　その他業務運営に関する重要目標　【大項目】

（１）施設設備の現状を点検調査し、その結果
に基づき、既存施設設備の更新、維持・管理や
大規模改修、あるいは寄附金等の活用による新
規施設の建設や、高額機器類の購入について、
中・長期的視点に立ち、計画的に実施する。

－21－



年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 3 2 0 0

委員会
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 3 2 0 0

特別
評価

顕著 着実

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 3 2 0 0

委員会
評価

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 3 2 0 0

特別
評価

２　安全管理に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ 4 1 0 0

特別
評価

課題

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 5 0 0 0

特別
評価

３　人権に関する目標を達成するための取組　【中項目】

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

年度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

自己
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

委員会
評価

Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 5 0 0 0

特別
評価

１７９

１７８

１７２

１７３

１７４

１７５

１７６

１７７

（１）セクシュアル・ハラスメント、アカデ
ミック・ハラスメント等の人権侵害を防止する
ため、相談、啓発、問題解決などに全学的に取
り組む体制を整備する。

（２）教職員及び学生の意識向上を図るため、
定期的に人権に関する研修や啓発活動などを実
施する。

（２）教育・研究を行うための良好な施設設備
環境を提供することを念頭に、ユニバーサルデ
ザイン、環境に配慮した施設設備の整備を行
う。

（３）施設設備の利用状況を定期的に点検し、
有効活用のための施策を検討する。

（４）大学で取り扱う個人情報について、個人
情報保護法等を踏まえ、情報セキュリティ対策
を講じる。

（３）有害・危険物薬品等の危険物取り扱いに
ついては、取り扱いや管理状況、マニュアルを
再点検し、安全管理に努める。

（２）安全・衛生管理に対する教職員及び学生
の意識向上を図り、事故を防止するため、定期
的に研修を実施する。

（１）安全・衛生管理を総合的に行う体制を整
備する。
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